
❶ 経営規模の拡大と農地の集約化
・本県の基幹的農業従事者は、平成22年からの10

年間に約29,000人減少し、今後減少が続く見込み
【図1 新潟県における基幹的農業従事者の推移】

・全国の作付規模別の米の生産費を比較すると規模
拡大が進むにつれて生産費が減少するが、５ha以
上の規模は減少幅が少ないことから集約化が重要

【図2 作付規模別の生産費】

新潟県農業農村整備の展開方向 改定計画の概要

１ 人 口 減 少 社 会 へ の 対 応１ 人 口 減 少 社 会 へ の 対 応

農業者の減少に対応した生産基盤の整備と農地の集積・集約化、園芸導入の推進

〈生産性の高い大区画化水田〉

〈汎用化水田における枝豆の栽培〉

❷ ほ場整備によるスマート農業の加速化
・農業者の減少に対応した農作業の省力化と所得向
上が喫緊の課題

・人口減少社会の課題である生産性向上と人手不足
を技術で解決するスマート農業への期待の高まり

・一定以上の集約化等を図る地区を対象に、ほ場整
備と併せＩＣＴ自動給排水栓や通信機器等を整備
し、ほ場の水管理の省力化を推進
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・今後、農業者の減少や高齢化が更に進み、担い手
の一層の規模拡大が不可避なことから、営農の効
率化が図られる農地の集約化を推進

新潟県農業農村整備の展開方向は、本県の最上位計画となる「新潟県総合計画～住んでよし、訪れてよし
の新潟県～」における「付加価値の高い持続的な農林水産業の実現」に向けたアクションプラン。若者等に
選ばれる産業と地域を目指し、①経営基盤の強化に資する生産基盤整備、②中山間地域の活性化に資する生
産基盤整備、③災害に強い農村地域づくり、④用排水機能の安定的な確保、⑤農村環境の保全管理、⑥新た
な技術の活用と農村を支える環境づくり、の６つの展開方向で構成している。平成29年度から令和６年度ま
でを計画期間とし、令和３年度に行った中間評価結果や新潟県総合計画の見直し内容、社会経済情勢などを
踏まえ、計画内容の一部改定を行った。

❸ ほ場整備を契機とした園芸導入支援
・稲作が主体である本県の農業産出額は、国内の米
需要の減少等に伴う米価の低下により減少

・園芸作物など消費者ニーズに即した多様な農産物
を効率よく生産できるよう、排水対策の徹底による
水田の汎用化を推進し、あわせて、園芸産地の育
成・拡大を支援

【図3  集約化のイメージ】

集積率80%、集約化率20% 集積率80%、集約化率80%



展開方向１ 経営基盤の強化に資する生産基盤整備

今後、農業者が大幅に減少し経営規模の拡大が
予想される中、農業者の所得向上を図るためには、

(1)省力化・米の生産コストの低減
(2)稲作だけに頼らない農業経営の多角化・複

合化
が重要

このため、農地の大区画化と汎用化による
(1)省力化と米の生産コスト低減を図る

①農地の集積・集約化※
②スマート農業の導入

(2)大規模園芸の導入による産地づくり
を推進

※農地の利用権をまとめて連続的に農作業が行えるようにすること

整備前 整備後

水田の汎用化により農業

法人が枝豆の生産を拡大

展開方向２ 中山間地域の活性化に資する生産基盤整備

中山間地域は、生産条件に恵まれず、
農業者の高齢化や減少が進行するなど
厳しい状況に直面

このため、生産基盤整備を契機とし、
(1)農業者の組織化や「半農半Ｘ」
を含む多様な担い手を確保

(2)農業経営の多角化･複合化による
所得確保

(3)多様な働き方の実現
を図る将来ビジョンを策定し、関係人
口の増加等も促しながら、地域の活性
化を促進

農地環境整備事業 棚田みらい応援団の活動（稲刈り）

整備後整備前

隧道の補修

多様な担い手の確保と持続的発展に向けた将来ビジョン策定の推進

多様な担い手の確保
・中山間地域は、生産条件が厳しいため、農業者の

高齢化や減少が進行するとともに、経営体当たり
の経営耕地面積が小さい。

・規模拡大による所得の確保が難しいことから、新
たな人材の確保が進まず、地域農業の維持、発展
が難しい。

・農業以外の仕事にも取り組む「半農半X」等多様
な形で農に関わる者も含めて、地域を担う新たな
人材の受け入れと農業経営の多角化・複合化等を
推進
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【図5  中山間地域の農業就業人口と
基幹的農業従事者の高齢化率の推移】

項目 中山間地域 平場地域

 1経営体当たり
 経営耕地面積

2.2ha 3.9ha

 5ha以上の
 経営体の割合

8% 19%

【表1  中山間地域の現状】



(2) 脱炭素

電力量の削減に効果
的な高効率変圧器

インバータ制御導入等による用水機
場の使用電力量の削減例

図6  年間使用電力量(kwh)

平均

発電所

❷ 農業水利施設の省エネルギー化
老朽化した施設の整備に合わせ､用水機場でのイ

ンバータ制御の導入等による省エネ化を推進

❶ 再生可能エネルギーの導入推進
農業水利施設における小水力発電設備導入に向

けた検討等を行った上で、施設管理者への普及啓発
を図り、再生可能エネルギーの導入を推進

農業水利施設を活用した小水力発電設備の導入事例

発電機

減

(1) デジタル改革

２ デ ジ タ ル 改 革 ( D X ) ・ 脱 炭 素 社 会 に 向 け た 取 組２ デ ジ タ ル 改 革 ( D X ) ・ 脱 炭 素 社 会 に 向 け た 取 組

本県の中・長期的な成長や発展を図る新たな施策を積極的に推進

農業水利施設の監視

農泊（Wi-Fi）

リモートオフィス

❷ 営農のスマート化（再掲）
農地整備と併せICT自動給排水栓や通信機器等を

整備し、ほ場の水管理をスマート化

❸ 水利施設のスマート化
農業水利施設の更新整備に合わせ、情報通信制

御機器の導入による管理の省力化を推進

❶ 農村地域のスマート化
人口減少･高齢化の進む農村地域で、インフラ管理の省力

化を図る光ファイバ･無線基地局等の整備計画策定を支援

排水機場頭首工

用水機場 中央監視施設 タブレット

展開方向４ 用排水機能の安定的な確保

本県の農業水利施設は全国第２位の資産価値を
有しており、これらの施設は用排水機能の発揮を
通じて農業生産を支えるとともに、良好な農村景
観の形成や住宅地における浸水被害の軽減などの
役割も果たしている。

近年、これらの施設の老朽化が進んでいること
から、用排水機能の安定的な確保を図るため、

(1)機能保全計画に基づく対策の実施
(2)地域のニーズに応じた機能向上や情報通信
機器等の整備による省力化、省エネルギー化

(3)用水需要の変化等に対応できる体制づくり
を推進

また、農村地域の混在化が進んでいることから、
住宅地における用排水路周辺の安全対策を推進

整備前

基幹水利施設ストックマネジメント事業

整備後

施設状態にあわせた補修 混住化地域での転落防止

柵の設置



展開方向５ 農村環境の保全管理

農業・農村は、国土の保全、水源の
涵養、自然環境の保全等の多面的機能
を有し、その恩恵は広く県民が享受

多面的機能の維持・発揮のため、農
村環境の保全管理の取組を推進

また、農村地域への定住促進のため、
(1)農村生活環境の整備や機能保全
(2)農業水利施設などを活用した
再生可能エネルギーの導入

(3)情報通信環境の整備
を推進

多面的機能支払いの取組

水路の江ざらい 植栽による景観形成

再生可能エネルギーの取組 情報通信環境の活用

リモートオフィス

展開方向６ 新たな技術の活用と農村を支える環境づくり

農業農村の持続的な発展のために
は、地域住民だけでなく、多くの
方々の参画を得て農村を支えていく
ことが大切

また、効果的な施策の展開に向け、
スマート農業など新技術の活用を進
めるとともに、農村を支える体制や
県民理解の促進を図る取組を推進 効果的な広報活動の推進

（施設見学会）

新たな技術の活用推進
（スマート農業に対応した基盤整備）

農道の舗装

３ 一 段 加 速 し た 防 災 ・ 減 災 対 策 の 推 進３ 一 段 加 速 し た 防 災 ・ 減 災 対 策 の 推 進

展開方向３ 災害に強い農村地域づくり

本県では、平成16年の中越大震災、平成23年７
月新潟・福島豪雨など、度重なる大規模災害に見
舞われている。

近年頻発する局地的豪雨や地震などによる災害
のリスクに備え、

(1)湛水や地すべり、防災重点農業用ため池の
決壊などの被害を未然に防ぐため、重要度・
緊急度に応じた対策

(2)「流域治水」の取組みとして、事前放流に
よる農業用ダムの活用、田んぼダムの取組、
排水施設の整備

(3)地震や水害等の経験を活かした地域防災力
の向上と災害からの速やかな復旧

を推進

ソフト対策
(ハザードマップ作成等)

ハード対策
（ため池改修工事）

ため池の安全対策

湛水被害防止のための
排水路

水田を活用
した流域治水
の取組


